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会食を行う通いの場における参加者減少に関連する要因： 

ソーシャルマーケティングの視点
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目的　会食を行う「通いの場」は共食の場として高齢者の健康増進において重要だが， その運営維

持に資する検討は行われていない。戦略的な公衆衛生プログラムの実施方法として， ソー

シャルマーケティングを用いた成功事例がある。本研究では， ソーシャルマーケティングの

要素であるマーケティング・ミックスによる戦略的なプログラム作成のフレームワークを用

いて， 会食を行う通いの場における参加者減少の要因を明らかにすることを目的とした。

方法　本研究は， 全国の会食を行う通いの場を対象に， 郵送調査にて2019年11月時点の回答を得

た横断研究である。各通いの場の主催者が調査票に回答し， 調査項目に欠損のない通いの場

580か所を解析対象とした。参加者の変化について， 開設以来減少しているかを質問紙で把握

した。マーケティング・ミックスに基づく整理として， 4 P（Product, Promotion, Place, Price）
のフレームワークに調査項目を分類し， 独立変数として扱った。参加者減少を従属変数とし

た多変量ポアソン回帰分析を行い， prevalence ratio（PR）を算出した。開設期間および調査時

点の参加者数を共変量として投入した。

結果　参加者が減少している通いの場は154か所（26.6%）だった。多変量解析の結果， Product に
分類される変数では， 一か月当たりの開催回数が多いことにおいて， 参加者減少の PR が有意

に低かった（PR ＝ 0.92）。Promotion の変数では， 参加者が登録制である通いの場は参加者減

少の PR が有意に高かった（PR ＝ 1.49）。Place の変数では， 地域の人口密度が高いことにおい

て PR が有意に低く（PR ＝ 0.90）， 地域の65歳以上人口比率が高いことにおいて有意に高かっ

た（PR ＝ 1.05）。Price の変数は， 参加者減少と有意な関連はなかった。

結論　会食を行う通いの場において， マーケティング・ミックスにおける 4 P のうち， Product，
Promotion， Place に含まれる要因が参加者減少と有意に関連し， Price には有意な関連はみら

れなかった。今後， 多くの会食を行う通いの場が地域に在り続けるために， 通いの場の参加

者減少の抑制に向けた具体的な展開および評価について検討し， 共食による高齢者の健康づ

くりを推進する必要がある。
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Ⅰ  緒 言

高齢化の進展とともに高齢者夫婦のみの世帯， 高

齢者単独世帯が増加しており1)， それに伴う高齢者

の社会的孤立は， フレイル2)， 要介護状態への移

行3)， 全死因死亡4) に関連することが報告されてい

る。我が国において， 健康寿命延伸プランの中で拡
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充の目標に定められた「通いの場」5) は， 高齢者の

社会参加を推進する上で重要な取組である6)。先行

研究では， 通いの場をその主目的によって，「共通

の生きがい・楽しみ」「交流（孤立予防）」「心身機

能維持・向上」に類型化している。この中の「交流

（孤立予防）」を主目的とした通いの場には， 会食や

茶話会といった活動が含まれる7)。普段孤食の高齢

者は死亡リスクが有意に高いことも報告されてお

り8)， 会食を行う通いの場という共食の場は， 健康

づくりにおける重要な地域の社会資源であると考え

られる9)。一方で， 通いの場の抱える課題を分析し

た先行研究では， 開設期間が 4 年以上の通いの場に

おいては， 参加者不足の問題が生じる可能性が高い

ことを示している10)。経年的に参加者が不足するこ

とで， 通いの場の運営が縮小していくことを防ぐ必

要があると考えられる。しかし， 具体的にどのよう

な要因が参加者減少に関連するのか， ということは

我々の知る限り検討されていない。

地域における健康増進の戦略的な公衆衛生プログ

ラムの推進方法として， ソーシャルマーケティング

を用いた成功事例が報告されている11)。ソーシャル

マーケティングは， 公衆衛生プログラムや健康行動

を「製品」として考えた際に， 地域住民がその製品

（行動）を購入（採択）するための戦略的アプロー

チを設計するという概念で構成される。ソーシャル

マーケティングを活用した公衆衛生プログラムの設

計においては， マーケティング・ミックスの概念を

適用することができる12)。マーケティング・ミック

スとは， Product（製品）， Promotion（販売促進，

情報提供）， Place（場所， 時間帯）， Price（心理的，

経済的， 時間的コスト）から構成される 4 P を組み

合わせることにより， 人々の行動変容を効果的に促

すことを目的としたフレームワークである12)。通い

の場事業の展開において， これまでソーシャルマー

ケティングの概念を活用した整理はされておらず，

参加者の減少を抑制するための戦略的アプローチの

構築には至っていない。

そこで本研究では， ソーシャルマーケティングの

要素であるマーケティング・ミックスによる戦略的

なプログラム作成のフレームワークを用いて， 会食

を行う通いの場における参加者減少に関連する要因

を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ  研 究 方 法

1. 研究対象
本研究は， 全国の会食を行う通いの場を対象に郵

送調査を行った横断研究である。まず， 全国の市区

町村（1,741自治体：2019年12月時点）に対して本

庁の介護予防事業等担当部局宛てに調査票を郵送し

た（「介護予防事業等ご担当者様」という宛名を記

載し， 2020年 1 月上旬に本庁に発送）。厚生労働省

の調査結果13) から各自治体における「主な活動内

容」に「会食」を含む通いの場数を確認し， これと

同数の調査票を調査依頼に同封した。会食を含む通

いの場の報告数が 0 件だった自治体に対しては 1 部

のみを同封した。その上で， 自治体が把握している

限りの会食を行っている通いの場に調査票を配布す

るよう依頼した。同封した調査票に不足があった場

合は， コピーした上で， 通いの場運営者等に配布す

るように依頼した。本調査に当たって「会食」と

は， 地域住民が集まって食事をすることを指し， 調

理した料理を食べる， 配食サービスを利用する， 市

販弁当等を利用する等の食事の内容については問わ

ないが， 間食のみのものは含まないこととした。通

いの場の運営者もしくは代表者は， 市区町村担当者

から調査票を受け取り， 2019年11月末時点の状況

について回答した。回答された調査票について，

2020年 2 月中旬までに， 直接， 東京都健康長寿医

療センターに返送するよう依頼し， 936件を回収し

た。本調査において， 各自治体担当者から管轄の会

食を行う通いの場への郵送数が不明であったため，

回答率は算出していない。解析に使用する調査項目

に欠損があった通いの場は， 解析から除外した。

2. 調査項目
1) 通いの場の参加者数の変化

調査票にて，「開設以来， 参加者数は増えていま

すか。」という問いに対する回答のうち，「増えて

いる」および「変わらない」と回答した場合を「維

持・増加」とし，「減っている」と回答した場合を

「減少」とした。

2) マーケティング・ミックス「4 P」の分類

調査項目を 4 P の構成要素である Product， Pro-
motion， Place， Price に分類し， 表 1 に示した。

Product には， 会食を行う通いの場の内容に関わる

項目を分類した。本調査では「会食」に関する具体

的な要因を中心に項目に含んだ。Promotion には情

報提供および普及に関する， 通いの場の開設等の項

目を分類した。Place には， 通いの場の開催場所，

時間および考慮すべき地域特性に関する項目を分類

した。地域特性に関する項目については， 令和 2 年

国勢調査1) の結果から， 通いの場の開催地域（市区

町村単位）の人口密度および65歳以上の人口比率の

データを得た。Price には， 参加費用および活動に

関する費用の項目を分類した。

3) その他の調査項目

通いの場の開設時期を質問紙で聞き取り， そこか
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ら調査実施時までの開設期間（年）を算出した。開

設期間は四分位第一分位数である 0 から 3 年を最短

のカテゴリとし， 以降は 4 年から10年， 11年から

15年， 16年以上にカテゴリ化した。調査時点の参

加者数は一回の開催当たりの参加者数について回答

を得た。

3. 統計解析
連続変数は中央値および四分位区間， カテゴリ変

表 1 調査項目と 4 P への分類

調査項目 回答様式

Product

一か月当たりの通いの場開催回数（回） 数値

会食以外の活動を実施している 該当または非該当

参加者の生活の把握状況

食事状況を把握している 該当または非該当

家族の状況を把握している 該当または非該当

病気や健康状態を把握している 該当または非該当

会食における食事提供の状況

運営側がその場で調理して提供している 該当または非該当

参加者側がその場で調理して食事を提供している 該当または非該当

管理栄養士または栄養士が献立作成している 該当または非該当

調理担当者が無償ボランティアである 該当または非該当

調理担当者が有償ボランティアである 該当または非該当

献立作成時の取組

参加者の嗜好に合わせている 該当または非該当

行事食や旬を意識している 該当または非該当

曜日で献立を決めている 該当または非該当

定期的なサイクルで献立を繰り返している 該当または非該当

栄養価計算を行っている 該当または非該当

参加者の食べる機能に配慮している 該当または非該当

専門職が関与している 該当または非該当

Promotion

自発的に開設した 該当または非該当

住民が活動主体である 該当または非該当

参加者は登録制である 該当または非該当

特定の地域内の居住者に参加者を限定している 該当または非該当

Place

開催場所

個人宅 該当または非該当

公民館， 自治会館等 該当または非該当

空き店舗， 空き家 該当または非該当

開催の時間帯

朝食時 該当または非該当

昼食時 該当または非該当

夕食時 該当または非該当

人口密度（1,000人 /km2） 数値

65歳以上の人口比率（%） 数値

Price

会食に係る参加費用が無料である 該当または非該当

食材費用の自治体補助を受けている 該当または非該当

会食に係る一人当たりの参加費用（円） 数値
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数は通いの場数および割合を記述統計として算出し

た。ポアソン回帰分析を用い， 通いの場の参加者減

少を従属変数とした際の prevalence ratio（PR）およ

び95% 信頼区間を算出した。本研究で従属変数と

して扱う参加者減少の割合は10% を超えており，

この場合， ロジスティック回帰分析で求めたオッズ

比では， 相対リスクが過大もしくは過小推計となる

ことが報告されている14)。そのため本研究ではロバ

スト標準誤差を推定したポアソン回帰分析を用い

た。表 1 のそれぞれの項目を独立変数として扱った

単変量および， 開設期間および現在の参加者数を 
共変量として投入した多変量解析を行った。有意 
水準は0.05とし， 多重検定の調整として 4 P ごとに

Bonferroni 法を用いて有意水準を調整した（Prod-
uct：0.00294, Promotion：0.0125, Place：0.00625, 
Price：0.0167）。統計解析には， IBM SPSS Statistics 
version 29を用いた。

4. 倫理面への配慮
通いの場の運営者もしくは代表者には， 調査の目

的， 参加の自由について書面にて説明し， 調査票の

回答をもって同意とした。本研究は， 東京都健康 
長寿医療センター研究所倫理委員会の承認を受け実

施した（承認番号：H30-036， 承認日：2018年 9 月

3 日）。

Ⅲ  研 究 結 果

返送があった936件のうち， 解析に使用する調査

項目に欠損のあった356件を除外し， 580件の通い

の場が解析対象となった。解析対象の通いの場のう

ち， 開設以来， 参加者が減少した通いの場は， 154
件（26.6%）， 維持・増加は426件（73.4%）であっ

た。参加者数の変化別の記述統計を表 2 に示した。

参加者数が減少した通いの場は， 維持・増加の通い

の場と比べて， 開設期間が長く， 1 回当たりの参加

者数が少ない傾向だった。

参加者減少を従属変数としたポアソン回帰分析の

結果を表 3 に示した。Product の変数においては，

「一か月当たりの通いの場開催回数」および「運営

側がその場で調理して食事を提供している」ことに

おいて， 未調整および共変量の調整モデルにおい

て， 参加者減少の PR が有意に低かった。「運営側

がその場で調理して食事を提供している」ことにつ

いては， Bonferroni 法による多重検定の調整後で

は， 有意な関連性ではなくなった。「参加者の家族

の状況を把握している」ことにおいては， 未調整モ

デルのみ参加者減少の PR が有意に高く， 多重検定

の調整後では， 有意な関連性ではなくなった。

Promotion の変数では， 参加者が登録制である通

いの場は， 参加者減少の PR が有意に高かった。自

発的に開設した通いの場は， 未調整モデルのみ有意

に低い PR であったが， 多重検定の調整後では， 有

意な関連性ではなくなった。

Place の変数では， 人口密度が高い地域で， 参加

者減少の PR が有意に低く， 65歳以上の人口比率が

高い地域は， PR が有意に高かった。未調整モデル

において， 開催場所が公民館， 自治会館等である通

いの場の参加者減少の PR は有意に高く， 空き店

舗， 空き家である通いの場の PR は有意に低かった

が， 多重検定の調整後では， 有意な関連性ではなく

なった。

Price の変数では， 参加者減少と有意な関連があ

る変数はなかった。

Ⅳ  考 察

本研究では， 全国の会食を行う通いの場を対象に

参加者減少に関連する要因を明らかにすることを目

的に， ソーシャルマーケティングにおけるマーケ

ティング・ミックス 4 P のフレームワークに沿って

検討した。その結果，「Product」「Promotion」「Place」
に含まれる要因において， 参加者減少と有意に関連

した。

1) Product の項目

共変量を調整した多変量解析の結果，「一か月当

たりの通いの場の開催回数が多いこと」において，

参加者減少の有意に低い PR を示した。本研究にお

いて， 開催回数が月に 4 回以上と回答した通いの場

は， 参加者減少群で28.6%， 維持・増加群で41.5%
であった。島嶼部を除く東京都内53区市町村を対象

とした先行研究では， 月に 4 回以上の開催頻度の通

いの場は， 61.9% であり， 本研究よりも高い割合

だった10)。先行研究と比べて， 本研究の対象は全国

の通いの場であったこと， 会食を伴う通いの場に限

定した調査であることが低い割合となった要因と考

えられる。開催頻度が高いことが参加者数の減少抑

制に関連した理由として， 高い頻度で通いの場に参

加できる環境が， 通うことの習慣化につながり， 繰

り返し対象者やスタッフと会うことで社会的つなが

りが形成されたことが考えられる。都市および郊外

地域在住の高齢者を対象にした先行研究では， 高齢

者が気軽に行ける場所を「居場所」とした際に， 約

6 割の者が週に 1 回以上その居場所に通っているこ

とを報告している15)。社会的認知理論では， 環境要

因， 認知的要因， 行動要因が相互的に影響を及ぼす

ことを示しており16)， 本研究における高い開催頻度

という環境要因が， 通いの場への認知的要因に関連

し， 参加行動につながったことが考えられる。
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2) Promotion の項目

Promotion の項目について，「参加者が登録制で

ある」ことが未調整モデルおよび調整モデルにおい

て， 参加者減少の PR が有意に高いことと関連し

た。参加者が登録制である通いの場は， 参加者減少

の通いの場で67.5%， 維持・増加の通いの場で

表 2 対象である会食を行う通いの場の特性

参加者数の変化別

減少
（n ＝ 154）

維持・増加
（n ＝ 426）

全体
（n ＝ 580）

開設期間（年） 9(3–17) 14(7–19) 7(2–16)
0–3年 164(28.3) 15(9.7) 149(35.0)
4–10年 151(26.0) 42(27.3) 109(25.6)
11–15年 90(15.5) 33(21.4) 57(13.4)
16年 以上 175(30.2) 64(41.6) 111(26.1)

調査時点の 1 回当たりの参加者数（人） 20(14–30) 17(11–25) 20(15–32)

Product

一か月当たりの通いの場開催回数（回） 2(1–4) 1(1–4) 2(1–4)
4 回以上， Yes 221(38.1) 44(28.6) 177(41.5)

会食以外の活動を実施している， Yes 548(94.5) 145(94.2) 403(94.6)
参加者の生活の把握状況

食事状況を把握している， Yes 140(24.1) 37(24.0) 103(24.2)
家族の状況を把握している， Yes 360(62.1) 107(69.5) 253(59.4)
病気や健康状態を把握している， Yes 336(57.9) 91(59.1) 245(57.5)

会食における食事提供の状況

運営側がその場で調理して提供している， Yes 323(55.7) 73(47.4) 250(58.7)
参加者側がその場で調理して食事を提供している， Yes 164(28.3) 46(29.9) 118(27.7)
管理栄養士または栄養士が献立作成している， Yes 56(9.7) 13(8.4) 43(10.1)
調理担当者が無償ボランティアである， Yes 318(54.8) 85(55.2) 233(54.7)
調理担当者が有償ボランティアである， Yes 61(10.5) 12(7.8) 49(11.5)

献立作成時の取組

参加者の嗜好に合わせている， Yes 191(32.9) 48(31.2) 143(33.6)
行事食や旬を意識している， Yes 322(55.5) 92(59.7) 230(54.0)
曜日で献立を決めている， Yes 13(2.2) 1(0.6) 12(2.8)
定期的なサイクルで献立を繰り返している， Yes 61(10.5) 16(10.4) 45(10.6)
栄養価計算を行っている， Yes 39(6.7) 12(7.8) 27(6.3)

参加者の食べる機能に配慮している， Yes 363(62.6) 95(61.7) 268(62.9)
専門職が関与している， Yes 306(52.8) 75(48.7) 231(54.2)

Promotion

自発的に開設した， Yes 268(46.2) 60(39.0) 208(48.8)
住民が活動主体である， Yes 435(75.0) 115(74.7) 320(75.1)
参加者は登録制である， Yes 311(53.6) 104(67.5) 207(48.6)
特定の地域内の居住者に参加者を限定している， Yes 198(34.1) 60(39.0) 138(32.4)

Place

開催場所

個人宅， Yes 26(4.5) 5(3.2) 21(4.9)
公民館， 自治会館等， Yes 426(73.4) 124(80.5) 302(70.9)
空き店舗， 空き家， Yes 28(4.8) 2(1.3) 26(6.1)

開催の時間帯

朝食時， Yes 12(2.1) 1(0.6) 11(2.6)
昼食時， Yes 570(98.3) 152(98.7) 418(98.1)
夕食時， Yes 15(2.6) 3(1.9) 12(2.8)

人口密度（1,000人 /km2） 0.65(0.11–3.35) 0.27(0.08–1.45) 0.90(0.14–3.76)
65歳以上の人口比率（%） 30.5(26.8–38.2) 33.8(28.4–39.8) 29.7(25.7–36.2)

Price

会食に係る参加費用， 無料 66(11.4) 16(10.4) 50(11.7)
食材費用の自治体補助を受けている， Yes 258(44.5) 77(50.0) 181(42.5)
会食に係る一人当たりの参加費用（円） 300(200–500) 323(200–500) 300(200–500)

通いの場数（%）または， 中央値（四分位範囲）で示した。
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表 3 参加者減少を従属変数とした際の 4 P（Product， Promotion， Place， Price）に分類された要因の関連（n ＝ 580）
参加減少の
通いの場
割合（%）

未調整モデル 調整モデル†

PR（95% 信頼区間） PR（95% 信頼区間）

Product P‡ P‡

一か月当たりの通いの場開催回数（回） 0.91(0.87–0.96) ＜0.001 * 0.92(0.88–0.96) ＜0.001 *

会食以外の活動を実施している， Yes（versus No） 26.5 0.94(0.53–1.67) 0.834 0.87(0.52–1.45) 0.592
参加者の生活の把握状況

食事状況を把握している， Yes（versus No） 26.4 0.99(0.72–1.36) 0.970 0.92(0.67–1.26) 0.592
家族の状況を把握している， Yes（versus No） 29.7 1.39(1.03–1.88) 0.031 1.32(0.99–1.76) 0.061
病気や健康状態を把握している， Yes（versus No） 27.1 1.05(0.80–1.38) 0.734 0.96(0.74–1.26) 0.789

会食における食事提供の状況

運営側がその場で調理して提供している， Yes 
（versus No）

22.6 0.72(0.55–0.94) 0.016 0.72(0.53–0.96) 0.024

参加者側がその場で調理して食事を提供している，  
Yes（versus No）

28.0 1.08(0.81–1.45) 0.606 1.23(0.88–1.70) 0.222

管理栄養士または栄養士が献立作成している， Yes
（versus No）

23.2 0.86(0.52–1.42) 0.560 1.00(0.62–1.63) 0.992

調理担当者が無償ボランティアである， Yes 
（versus No）

26.7 1.01(0.77–1.33) 0.915 1.03(0.77–1.38) 0.832

調理担当者が有償ボランティアである， Yes 
（versus No）

19.7 0.72(0.42–1.22) 0.219 0.71(0.42–1.21) 0.209

献立作成時の取組

参加者の嗜好に合わせている， Yes（versus No） 25.1 0.92(0.69–1.24) 0.589 0.91(0.69–1.22) 0.536
行事食や旬を意識している， Yes（versus No） 28.6 1.19(0.90–1.57) 0.221 1.17(0.90–1.52) 0.243
曜日で献立を決めている， Yes（versus No） 7.7 0.29(0.04–1.88) 0.193 0.31(0.05–1.88) 0.201
定期的なサイクルで献立を繰り返している， Yes
（versus No）

26.2 0.99(0.63–1.54) 0.941 0.86(0.57–1.31) 0.483

栄養価計算を行っている， Yes（versus No） 30.8 1.17(0.72–1.92) 0.526 1.10(0.69–1.76) 0.690
参加者の食べる機能に配慮している， Yes 
（versus No）

26.2 0.96(0.73–1.27) 0.788 0.85(0.65–1.11) 0.234

専門職が関与している， Yes（versus No） 24.5 0.85(0.65–1.11) 0.240 0.95(0.74–1.23) 0.725

Promotion P§ P§

自発的に開設した， Yes（versus No） 22.4 0.74(0.56–0.98) 0.037 0.82(0.63–1.08) 0.155
住民が活動主体である， Yes（versus No） 26.4 0.98(0.72–1.34) 0.913 1.14(0.81–1.59) 0.452
参加者が登録制である， Yes（versus No） 33.4 1.80(1.34–2.42) ＜0.001 * 1.49(1.12–1.98) 0.006 *

特定の地域内の居住者に参加者を限定している， Yes
（versus No）

30.3 1.23(0.94–1.62) 0.137 1.22(0.93–1.59) 0.146

Place P¶ P¶

開催場所

個人宅， Yes（versus No） 19.2 0.72(0.32–1.59) 0.411 0.84(0.41–1.72) 0.630
公民館， 自治会館等， Yes（versus No） 29.1 1.49(1.05–2.13) 0.026 1.40(0.99–1.99) 0.058
空き店舗， 空き家， Yes（versus No） 7.1 0.26(0.07–0.99) 0.049 0.28(0.08–1.01) 0.052

開催の時間帯

朝食時， Yes（versus No） 8.3 0.31(0.05–2.03) 0.222 0.30(0.05–1.90) 0.203
昼食時， Yes（versus No） 26.7 1.33(0.38–4.64) 0.651 0.82(0.25–2.72) 0.752
夕食時， Yes（versus No） 20.0 0.75(0.27–2.08) 0.578 1.36(0.55–3.34) 0.500

人口密度（1,000人 /km2） 0.92(0.87–0.97) 0.001 * 0.90(0.84–0.96) 0.003 *

65歳以上の人口比率（%） 1.04(1.02–1.06) ＜0.001 * 1.05(1.03–1.07) ＜0.001 *

Price P∬ P∬

会食に係る参加費用が無料， Yes（versus No） 24.2 0.90(0.58–1.42) 0.656 0.98(0.61–1.56) 0.925
会食に係る一人当たりの参加費用（百円） 1.00(0.99–1.01) 0.676 1.00(0.99–1.02) 0.381
食材費用の自治体補助を受けている， Yes 
（versus No）

29.8 1.25(0.95–1.64) 0.108 1.00(0.75–1.32) 0.978

ポアソン回帰分析を行い， prevalence ratio（PR）を算出した。
†共変量として， 通いの場開設期間（年）および調査時点の参加者人数（人）を投入した。
‡ Bonferroni 法により， Productの17項目における有意水準調整を行った（有意水準：0.00294）。
§ Bonferroni 法により， Promotion の 4 項目における有意水準調整を行った（有意水準：0.0125）。
¶ Bonferroni 法により， Place の 8 項目における有意水準調整を行った（有意水準：0.00625）。
∬ Bonferroni 法により， Price の 3 項目における有意水準調整を行った（有意水準：0.0167）。
* 各多重検定の調整後の水準で有意だった値。
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48.6% であり， 18.9ポイントの差があった。行動経

済学の枠組みでは， 気軽に参加できることが， 対象

者の行動を促すことに重要なポイントの一つである

と整理されている17)。参加登録が必要であるという

ことが， 気軽に参加することを妨げ， 新規の参加者

増加抑制につながった可能性がある。一方で， 会食

を行う通いの場においては， 食数の把握， アレル

ギー対応等のため， 参加者の登録の必要性も考えら

れる。そのため， 参加登録が必要なケースの通いの

場においても， 気軽に参加できるような仕掛けづく

りを検討していく必要がある。

本研究では， 調整モデルにおいて， 住民が「自発

的に開設した」ことおよび「住民が活動主体であ

る」ことと参加者減少との間に有意な関連はなかっ

た。厚生労働省は，「介護予防の取組強化・推進の

ための市町村マニュアル」において， 通いの場はさ

まざまな主体が協働していくために，「つながる」

プロセスが必要だと指摘している18)。本研究の対象

の通いの場においても， 自治体， 社会福祉協議会，

老人クラブ等との協働の上で， 運営していることが

推察できる。住民主体であることに加えて， さまざ

まな主体とどのように協働するかという視点で， 参

加者減少の抑制に資する検討を今後行っていく必要

がある。

3) Place の項目

Place の項目について， 地域の人口密度が高いこ

とが参加者減少の抑制方向に， 65歳以上の人口比率

が高いことが参加者減少の促進方向に有意に関連し

たことから， 参加者減少に対して地域特性が関連す

ることが示された。本研究の対象地域において， 人

口密度と65歳以上の人口比率は， 強い負の相関関係

にあったことから（Spearman の相関係数 , r ＝ −0.84, 
P ＜0.001）， この二つの要因を合わせて考察する必

要がある。先行研究では， サロンへの参加と要介護

状態への予防効果を分析するに当たって， 高齢者の

自宅から350 m 圏内に存在するコミュニティサロン

の数を操作変数（instrumental variable）として扱っ

ている19)。人口密度の高い地域は， 通いの場を開催

することができる集会所等の場所が多く存在するこ

とが考えられ， 参加者の自宅から通いの場会場まで

の物理的なアクセスの良さの要因を介して参加者減

少の抑制と関連したことが考えられる。高齢化率が

高い地域は， 人口密度が低く， 過疎化に伴い移動手

段に関する環境インフラが不足していることが考え

られる20)。このことから， 通いの場までの移動手段

が制限され， 参加者減少につながっている可能性が

ある。今後， 通いの場の開設年数が長くなるにつれ

て， 通いの場の担い手となる人材の不足等も問題と

して考えられる10)。移動手段不足と人材不足の問題

解決の糸口として， 参加者同士がマイカーで送り迎

えする仕組みを構築している事例が報告されてい

る21)。先行事例を踏まえつつ， 地域の人口統計学的

な特性に合わせた通いの場の展開が必要だと考えら

れる。

4) Price の項目

Price の項目はいずれも参加者減少と有意な関連

はなかった。日本における介護予防事業の効果に関

する総説では， 通いの場事業は参加費用が安価であ

ることが， 従来の二次予防を目的としたプログラム

と比べて高い参加率となった理由の一つとして考察

している22)。行動経済学の分野では， 行動に対して

コミット（参与）したことに対して一貫した態度を

取ろうとする行動の性質が報告されている23,24)。参

加費用を支払う行動が， 継続して参加する行動につ

ながることが考えられる一方で， 費用が高すぎるこ

とは経済的負担から継続参加の妨げとなることが考

えられる。本研究では， 会食に係る参加費用の実態

として， 中央値にして一人当たり300円程度という

こと， また， 無料の通いの場は約 1 割程度というこ

とを示した。本実態を踏まえて， 会食を行う通いの

場における参加者が， 経済的に負担が少なく継続し

て通うことができる適切な参加費の設定について，

通いの場のプログラム内容， 実現可能性を含めて更

なる調査を行い， 検討を深める必要がある。

5) 今後の展開および研究の限界

自治体が通いの場事業を進めるにあたって， 先述

の先行研究では， 3 つの類型（共通の生きがい・楽

しみを主目的， 交流（孤立予防）を主目的， 心身機

能維持・向上を主目的）に基づき， 地域の社会資源

としての通いの場を把握， 展開することの必要性を

報告している7)。本研究において対象とした会食を

行う通いの場は， 共食の場として重要な地域資源で

あり， 上記の目的別類型の 3 つの主目的を包含し得

るものである。高齢者における共食の実践は， 食欲

減退25)， うつ発症26) といったアウトカムの予防につ

ながると考えられる。厚生労働省は， 健康寿命延伸

プランにおいて， 共食の場を活用した栄養管理に基

づく配食サービスの推進を明記し5,27)， これを踏ま

えた実践向けの活動ガイドが発行されている28)。本

研究により， マーケティング・ミックスの枠組み

は， 会食を行う通いの場のプログラム構築に向けた

要因整理に対し， 一定の活用可能性があることが示

唆された。今後， 参加者減少の抑制のための要因を

考慮した戦略的なプログラムの構築と， 適切な評

価29) により， 共食の重要な地域資源である会食を

行う通いの場の持続可能性を向上させていくことが



29第72巻　日本公衛誌　第 1 号2025年 1 月15日

必要だと考えられる。

本研究を解釈する上で， いくつかの限界を考慮す

る必要がある。第一に， Product の変数において通

いの場の内容についてのみの評価しかできていな

い。マーケティング・ミックスにおける Product に
は， 対象者が行動をした際に得られる利益（居心地

の良さ等）や行動を支える付加的な要素（ポイント

カード等）も検討することが望ましいとされてい

る30)。これらの要素も加味した分析をしたうえで，

今後運営側がそれぞれの通いの場の形に合わせた内

容で反映していくことが重要である。第二に， Pro-
motion には， ポスター， チラシ， 口コミ等を含

み， 対象者の行動変容を促す情報伝達も含まれる

が12)， 本研究では調査できていない。通いの場に

よって情報伝達方法やチャンネルに違いがあること

が考えられるため， 今後の調査にて Promotion の要

因について， さらに検討を深める必要がある。第三

に， Price には， 経済的， 心理的， 時間的コストを

含むとされているが12)， 本研究では， 経済的側面の

みの検討にとどまっている。今後の研究において，

心理的および時間的要因と参加行動との関連を明ら

かにする必要がある。第四に， 参加者が登録制では

ない通いの場が約半数を占めており， 本調査では，

通いの場の参加者の性別や年代等の特性を考慮でき

ていない。今後， 参加者個人を対象にした調査を行

うことで， 参加者特性に合わせた通いの場の設計に

つながると考えられる。第五に， 本調査は， 自治体

が把握している限りの会食を行う通いの場に対して

調査票を配布し回答を得ているため， 対象の通いの

場の母数が把握できておらず， 回答率および， 全国

の会食を行う通いの場に対してどの程度代表性があ

るかを検討できていない。第六に， 本調査は

COVID-19の感染拡大前の時期（2019年11月）に実

施していることから， 通いの場の性質が現在と異な

る可能性がある。COVID-19の感染拡大を経験した

現状において， 全国に会食を行う通いの場がどの程

度存在し， 共食を通じた社会資源としての役割をど

のように担っているのかという視点で更なる調査を

行う必要があると考えられる。

Ⅴ  結 語

本研究では， 全国の会食を行う通いの場を対象に

参加者減少に関連する要因を明らかにすることを目

的に， ソーシャルマーケティングにおけるマーケ

ティング・ミックス 4 P のフレームワークに沿って

検討した。その結果， 4 P のうち， Product， Promo-
tion， Place に含まれる要因が参加者減少と有意に関

連し， Price には有意な関連はみられなかった。共

変量を調整した多変量解析の結果， 参加者減少と有

意に関連した項目は，「参加者が登録制であること」

「地域の65歳以上人口比率が高いこと」だった。参

加者減少の抑制に有意に関連した項目は「開催頻度

が多いこと」「地域の人口密度が高いこと」だっ

た。今後， 多くの会食を行う通いの場が地域に在り

続けるために， 通いの場の参加者減少の抑制に向け

た具体的な展開および評価について検討し， 共食に

よる高齢者の健康づくりを推進する必要がある。

本研究は， 令和元年度老人保健健康増進等事業による

「通いの場に参加する高齢者を中心とした摂食機能等に応

じた適切な食事選択の方策に関する調査研究事業」（研究

代表者：本川佳子）の一環として実施した。開示すべき

COI 関係にある企業・組織・団体等はない。
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｜ 採用 2024. 7.31｜
⎝ J-STAGE 早期公開 2024.10.23⎠
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Cross-sectional study of factors related to declining participation in community  
gathering places providing communal meals: A social marketing framework

Tatsunosuke GOMI*, Keiko MOTOKAWA*, Maki SHIROBE*, Masanori IWASAKI*,2*, Ayako EDAHIRO*,  
Shuichi OBUCHI*, Yoshinori FUJIWARA*, Hidenori ARAI3*, Shuichi AWATA* and Hirohiko HIRANO*

Key words： community-dwelling older adults, communal meals, kayoi-no-ba, social marketing, marketing mix, 
public health program

Objectives　While Community gathering places known as “kayoi-no-ba” providing communal meals play a cru-
cial role in promoting the health of older adults, the researches supporting their operations and mainte-
nance is limited. Social marketing has been successful in implementing strategic public health programs. 
This study aimed to identify factors associated with declining participation in kayoi-no-ba providing com-
munal meals using a social marketing framework based on the 4Ps marketing mix (product, promotion, 
place, and price).

Methods　In November 2019, this cross-sectional study surveyed kayoi-no-ba providing communal meals nation-
wide via a mail. A total of 580 kayoi-no-ba organizers with complete data participated. Changes in the 
number of participants were assessed using a questionnaire in order to determine the decrease since their 
establishment. Survey items were organized based on the 4Ps marketing mix framework and treated as 
independent variables. Multivariate Poisson regression analysis was conducted with participant decrease 
as the dependent variable, and prevalence ratios (PR) were calculated. The opening period and the 
number of participants at the time of the survey were included as covariates.

Results　 A total of 154 kayoi-no-ba experienced the decline in participants (26.6%). Multivariate analysis 
revealed the following. For product variables, a high frequency of monthly events was significantly asso-
ciated with a lower PR for participant decrease (0.92). Among promotion variables, kayoi-no-ba with a 
registration system had a significantly higher PR for participant decrease (1.49). For place variables, a 
higher population density in the region was significantly associated with a lower PR (0.90), whereas a 
higher ratio of the population aged 65 years and older was significantly associated with a higher PR 
(1.05). The price variables did not show a significant association with the decrease in participants.

Conclusions　 Except price, the other three marketing 4Ps were significantly associated with decreases in partici-
pants at kayoi-no-ba providing communal meals. Future efforts should focus on developing and evaluat-
ing kayoi-no-ba strategies to ensure sustained participant engagement and promote the health of older 
adults through communal meals.
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Dental Medicine, Hokkaido University
3*  National Center for Geriatrics and Gerontology


